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謹んで新年のご挨拶を申し上げます。
平素は弊社に格別のお引き立てを賜り厚くお礼申し上げます。

昨年は、前年から引き続き円安や世界的な原材料価格高騰の影響を受け物価高が継続しました。しか
しながら、春闘などでの高水準の賃上げが実施されたことにより実質賃金に持ち直しの動きがみられ、
日本経済は個人消費を中心に緩やかに回復しました。今後、賃金上昇が販売価格に転嫁されることで、
賃金と物価の好循環が強まり、本格的な景気回復が期待されるようになっています。こうした背景も
あって、日本銀行は３月のマイナス金利解除を含め年内に２度の利上げを行い、「金利のある世界」が
戻ってきました。また、好調な企業業績などを受けて７月には東京証券取引所の日経平均が４万2,224
円と過去最高値を記録しましたが、８月には過去最大の下落幅を記録するなど、株式市場は活況を呈し
つつも変動が大きい年でもありました。
政治面では、衆議院総選挙を経て少数与党の石破茂政権が発足し、米国の大統領選挙ではドナルド・
トランプ前大統領が勝利するなど、内外で大きな出来事が起こりました。社会面においては、元日に石
川県能登地方を震源とする地震が発生し、甚大な被害がもたらされました。８月には、宮崎県沖でマグ
ニチュード７．１の地震が発生し、気象庁が南海トラフ地震の注意を呼びかける「臨時情報（巨大地震
注意）」を初めて発表するなど、改めて自然災害への備えを意識させられました。また、夏季パリオリ
ンピック・パラリンピックが開催され、日本選手団の活躍に大いに盛り上がりました。高知県からも４
人のメダリストが誕生するなど、明るい話題もありました。

一方で、人口減少や少子高齢化などの社会構造上の問題に加え、気候変動への対応、デジタル化の推
進による生産性の向上、防災・減災に向けた社会インフラの整備などの課題が山積しており、地域の将
来を見据えた対策の必要性に迫られています。
そうした環境の下、弊社は、地域と産業の情報を収集・分析するシンクタンク機能や地域の課題解決
を図る企画・実行機能を強化することで、地域と産業を牽引する態勢整備を進めていきます。地域と密
着し、ともに考えるシンクタンクとして、微力ながら調査・研究を通じて、地域社会の未来を創造する
議論に少しでもお役に立てるよう努めて参ります。

最後になりましたが、本年が皆さまにとりまして良き年でありますよう、心より祈念し、新年のご挨
拶とさせていただきます。

新年を迎えて
株式会社 四銀地域経済研究所
代表取締役社長 岩井 俊介
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第59回

合同会社 高知カンパーニュブルワリー
代表取締役 瀬戸口 信弥 氏
（取引店：四国銀行 山田支店）

高知県香美市に本社を置く合同会社高知カンパーニュブルワリーは、2017年（平成29年）、高
知県産の素材を副原料として使用したクラフトビール（以下ビールという）を製造する目的で設
立された。
社長の瀬戸口信弥氏が「ビールが苦手な妻と一緒に乾杯したい、２人で楽しめるビールをつく

りたい」と思ったことが、同社の出発点となった。
同氏は、大阪の電気機器メーカーにエンジニアとして勤務していたが、組織の一部として働く

ことに疑問を持つようになり、好物のビールづくりでの起業を考えるようになった。
2015年（平成27年）から全国のブルワリー（ビール醸造所）を見学した。そのなかの一つであ

る島根県のブルワリーで、ビールづくりの技術と小規模醸造システムを学んだ。
2016年（平成28年）、「高知家ビジネスプランコンテスト 優秀賞」を経て、2018年（平成30年）、

単身で高知に移住し、実質的に会社がスタートし、事業規模は順調に拡大した。
2022年（令和４年）、生産量が上限に達したため、ブリュワリーを移転し、量産体制を整えた。

また、2023年（令和５年）、ビアスタンドを工場に併設する形でオープンした。
同社ブランドのＴＯＳＡＣＯは「おいしい高知の、おいしいビール」をコンセプトに、高知県

産の素材を活かしたビールを製造している。さらに、生産者の想いや背景を全国に発信するな
ど、ビールを通して高知の魅力を伝える方法を常に模索している。
今回、同氏に、創業からのあゆみやこだわり、現状の課題、今後の目標・事業展望などについ

てお話を伺った。



元エンジニア

――社長の経歴を教えてください。

社長：私は、大阪の出身で、高知には縁もゆかり
もありませんでした。大学で電気工学、大学院で
バイオサイエンスを学んだ後、大阪の電気機器
メーカーに就職し、エンジニアとして働いていま
した。
会社に所属する以上、製品を製造するうえで、
業務の分業は当然のことと理解していますが、あ
る時期から一部の工程しか関与していないことに
疑問を持つようになりました。また、組織の歯車
となることに抵抗感を持ち始めました。
その後、自分の力で一からモノづくりを完結し
たいと考え、農園を借り、仕事の合間に妻と家庭
菜園を始めました。土づくりからスタートし、作
物を育て、調理して食べるという一連の作業を完
結することで、大きな充実感を得ました。この試
みにより、起業してモノづくりすることを意識す
るようになりました。私はビールが大好きなの
で、おぼろげながら、ビールづくりを生業にしよ
うと考えるようになりました。

――どうして高知へ移住したのですか。

社長：妻の兄が高知に居住していたことがあり、
度々訪れました。義兄のアテンドで、仁淀ブルー

で有名な仁淀川や、船が宙に浮いて見えるといわ
れるほど透明度の高い海の柏島など、いろいろな
場所に行き、見たことがない大自然に圧倒され、
惹かれました。また、食材の宝庫といわれるよう
に、食も非常に魅力的に映りました。住人たちも
とても暖かく、何度も足を運ぶうちに、高知に住
みたいと思うようになりました。ビールづくりを
していなくても、高知に移住していたと思いま
す。

弟子入り

――ビールづくりを意識し始めてからどうなり

ましたか。

社長：2015年（平成27年）から日本全国のさまざ
まなブルワリーを見学しました。そのなかで、現
実的な問題に直面しました。設備を導入するため
には、資金が必要です。しかし、６年間の会社員
時代に蓄えた資金で賄える設備は見当たりません
でした。
そして、島根県のブルワリーに辿り着きまし
た。手づくりのコンパクトな醸造設備を使用して
いました。私は元エンジニアですので、同じタイ
プの設備を自身で製造できると思いました。正に
理想的なスタートアップの形でしたので、弟子入
りすることにしました。会社勤めを続けながら、
休日などを利用して、１年間通い詰めて、ビール
づくりの技術と小規模醸造システムを学びまし
た。

――創業に至る過程を教えてください。

社長：高知で起業する方向性が決まり、高知県が
開催する「起業塾」や「移住促進会」に参加する
ことで、必要な情報や人脈の幅が広がりました。
そして、起業を検討している人を支援する、高知
県産学官民連携センター（通称：ココプラ）に出
会い、考え方やビジネスの形、経営などを学ぶと
ともに、起業のプランを実現するための準備を行
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▲ インタビュー風景
（右から瀬戸口社長、四国銀行山田支店 石原支店長、
当研究所 西本）



いました。
2016年（平成28年）、「高知家ビジネスプランコ
ンテスト」にエントリーし、優秀賞を受賞したこ
とを契機に、現実のものとして動き始めました。
ココプラの全面的なサポートを受け、2017年（平
成29年）、合同会社高知カンパーニュブルワリー
が設立されました。

――会社名の由来を教えてください。

社長：社名にある「カンパーニュ」の語源である
「カンパニオ」という言葉には、パンを分かち合
う仲間という意味があり、イメージとして、和ん
だ食事風景が浮かびます。家族や仲間と囲む食卓
が幸せとなるビールをつくりたいという願いを込
めて命名しました。

周りの支え

――創業当初は苦労も多かったと思いますが。

社長：2018年（平成30年）、単身で高知へ移住し、
実質的に会社が動き始めました。小規模事業者と
してスタートし、時間をかけて徐々に拡大するイ
メージを持っていました。そのため、一人ですべ
て業務を行う仕組みにしました。
周囲の方々の支援のおかげもあり、ありがたい
ことに、たくさんのメディアに取り上げてもら
い、大きな反響がありました。一気に増えた注文
に応えるため、無我夢中でビールをつくり続けま

した。１日１回の醸造回数を２回に増やすなど、
寝る間を惜しんで仕事をしました。ラベル張りや
配送も一人で行いました。しかし、疲労が原因で
体調が悪化し、さらに思考も停止する悪循環に
陥っていきました。
そんな窮地を救ってくれたのが町内会長でした。
近所の方々などに声を掛け、ボランティアで半年
間、ラベルを張ってくれました。そのおかげで、
従業員を採用する時間の捻出や、今後の経営の方
向性を考えることができるようになりました。
その他にも、香美市への移住サポートを行って
いる団体には、地元の有力者を紹介してもらいま
した。そのなかで知り合ったスーパーの社長に
は、創業時の工場を貸してもらいました。多くの
人に支えられていると実感しており、感謝の気持
ちで一杯です。

新工場

―― 2022年（令和４年）に工場を移転していま

すね。

社長：旧工場での生産量が上限に達したため、工
場を新設しました。設備を一新し、量産できる体
制を整え、生産性は格段に向上しました。一方
で、旧式の小ロットの生産ラインも移転し、２つ
のラインで製造しています。お客様の小ロットの
ＯＥＭ商品の要望に対しても、従来と同様に応え
ています。
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▲ ゆずペールエール

▲ こめホワイトエール



――現在の事業内容を教えてください。

社長：ビールを製造し、酒屋や飲食店、道の駅な
どに卸しています。一部の道の駅などでは、地元
の農産物を原料として使用したビールを、地域限
定商品として販売している店舗もあります。イチ
ゴやフルーツトマトなどの農産物は、年により収
穫量に差が出ます。大量に収穫し、販売できなけ
れば、生物（なまもの）ですので廃棄処分するこ
とになります。当社が商品化することにより、廃
棄物を有効活用することができます。そういった
取組が広がり、多くのコラボレーションが生まれ
ました。「余った農産物を活用することで生産者
に喜んでもらう。一方、新商品を発売すること
で、高知の魅力を発信するとともに、消費者に喜
んでもらう。また、廃棄物の削減は、現在の時代
の流れにマッチする」。そういったサイクルがき
ちんと回せることにも、当社の存在価値があると
考えています。

――ＴＯＳＡＣＯの由来を教えてください。

社長：ＴＯＳＡＣＯの由来は、土佐っ子から命名
しました。高知の素材を使用し、高知で生まれる
土佐っ子のビールです。生産者の想いや背景を全
国に発信することで、ビールを通して高知の魅力
を伝えたいと思っています。

想いへの共感

――ＴＯＳＡＣＯの特徴を教えてください。

社長：「ビールが苦手な妻と一緒に乾杯したい、
２人で楽しめるビールをつくりたい」と思ったこ
とが、当社の出発点です。
ＴＯＳＡＣＯのコンセプトは「おいしい高知
の、おいしいビール」となっています。つまり
「高知の魅力的な素材を活かしてつくるおいしい
ビール」です。
大阪から移住してビールづくりをするからに
は、唯一無二の商品を生産したいと思っていま
す。いろいろな生産者との結びつきや繋がりを軸
にしてビールを製造しています。高知には、知名
度は高くないですが、希少な素材がたくさんあり
ます。例えば、碁盤や将棋盤に使用される榧（か
や）という木があります。成長が極めて遅く、生
育が困難なため、絶滅に近い状態にある木といわ
れています。近隣に、榧の木を植樹した森林があ
ります。生産者は、将来のために保存したいとい
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▲ 工場内の様子 ▲ 四万十ぶしゅかんエール

▲ 日高村フルーツトマトエール



う純粋な想いで植林しています。その想いに共感
し、果肉をビールに使うことで、その存在を知っ
てほしいと考え、商品開発を行いました。「かや
の森ヘイジーエール」の商品名で販売していま
す。私は、ビールを通して、そういったストー
リーを伝えたいと思っています。しかし、お客様
は、ビールを飲んだだけでは、理解できませんの
で、ノートというブログのフォーマットを使用
し、記事を書きました。今後は、動画コンテンツ
の形でも発信し、幅広い層に伝えたいと思ってい
ます。

――種類は何種類ありますか。

社長：現在、約25種類を製造しています。量産す
る商品と、オリジナルの小ロットでつくる商品の
合計となります。先程お話しした榧の木の果肉以
外にも、これまで土佐文旦や柚子、白玉糖（芸西
村産）、米糀、マンゴー、バナナ、リンゴ、米、
赤しそ、山椒、苺、ぶしゅかん、フルーツトマト、
鰹節、栗、ベルガモット、直七などの高知県産の
素材を使用したビールを製造しました。

――ブルワーとしてのこだわりがありましたら

教えてください。

社長：都会を中心として、ホップを効かせて個性
を出すブルワリーが多いですが、私は、高知に存
在する光輝く原石のような地域資源を発見し、そ
れをビールのなかに表現することで、個性のあ
る、おいしいビールをつくりたいと思っていま
す。確かにホップも使用しますが、それは補完的
な材料です。地域ならではの素材を前面に出し、
高知の魅力を発信します。

ビアスタンドオープン

―― 2023年にブルワリーに併設する形で、ビア

スタンドをオープンしていますが、目的を教

えてください。

社長：ＴＯＳＡＣＯを通じて、高知県の一次産品
の魅力や生産者の想い・背景を伝えるため、創業
時からお客様との接点を持ちたいと思っていまし
た。しかし、その機会は、イベント出店時に限定
されていました。ビアスタンドをオープンしたこ
とで、コンスタントに接することができるように
なりました。
ビアスタンドでは、大自然のなかで、周辺の景
色を眺めながら、ゆったりとビールを味わうこと
ができます。私が思い描いていた理想の空間を実
現しました。
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▲ ビアスタンド内

▲ かやの森ヘイジーエール

▲ ミルクマンゴーヘイジーエール



――ビアスタンドでは、クラフトビールに加え

て、ジェラートの販売も開始しましたね。

社長：近隣にアンパンマンミュージアムが立地し
ており、多くのお客様は、家族連れで来店されま
す。そのため、従来から子供向けのアイテムが必
要と認識しており、ビアスタンドの構想段階から
ジェラートを考えていました。
オープン前に店長を募集し、イタリアでジェ
ラート店を経営していた、現在の店長を採用しま
した。彼女は、ジェラート職人であるご主人と家
族で香美市に移住しました。この出会いが、具体
的な商品化につながりました。
ジェラートは、イタリア発祥のアイスで、素材
と味わいを楽しむスイーツです。「高知の魅力的
な素材を活かしてつくるおいしいビール」という
ＴＯＳＡＣＯのコンセプトと共通します。このブ
ランドをアイスの形で子供やビールが飲めない大
人にまで伝えることができます。

――原料の牛乳も地元産ですよね。

社長：近隣の丘の上にある牧場の牛乳を使用して
います。この牧場は、広大な敷地に放し飼いで放
牧しているところに特徴があります。
ビールの製造過程では、モルト粕が大量に出ま
す。牧場で飼育されているジャージー牛の飼料の
一部にモルト粕を提供しています。このように、
モルト粕を飼料として再利用し、搾乳された牛乳
を原料としてジェラートを製造しています。こう
いった循環を他の分野にも拡大したいと考えてい
ます。

フィードバックの活用

――いろいろな賞を受賞されていますね。

社長：創業間もない時期に、ビールのクオリティ
を上げるために学びが必要と考え、その方法を模
索しました。そして、ビールを評価するコンクー
ルに出品することを思い付きました。評価後の商
品の品質に対するフィードバックを参考にして、
改善することが可能です。
販売開始１年目に「ジャパングレートビアア
ワーズ2019」において、「和醸ケルシュ」が金賞
を受賞し、マスコミにも大きく取り上げられまし
た。その後も数多くの受賞歴があります。
受賞した商品に加え、賞を逃した商品について
も、フィードバックを参考に、ＰＤＣＡを回すこ
とで、品質の向上をはかってきました。

――経営理念や経営方針がありましたら、教え

てください。

社長：創業時から掲げている経営理念は「食卓を
豊かにすること、その豊かさを地域経済に還元す
ること」です。社内で浸透させるために、より平
易な表現に変えたいと思っています。「ミッショ
ン」「ビジョン」「バリュー」と３つのキーワード
を使用することを考えています。
現在は、ビールでしか高知の魅力を発信できて
いませんが、将来的に別のジャンルを加えたいと
思っています。
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▲ 本社工場・ビアスタンド周辺の景色

▲ ジェラート



――社長のこだわりや想いを教えてください。

社長：一例を挙げると、利益至上主義を掲げるこ
とには、抵抗感が強くあります。ビジネスですの
で、利益を上げることは大切ですが、それ以上に、
仮に業態は時代に応じて変化したとしても、理念
や思想などが長期間に亘り受け継がれていく、ビ
ジョナリーカンパニーのような会社にしたいと考
えています。

――多くの企業で人手不足とよくいわれますが。

社長：ありがたい話ですが、いろいろな方が応募
してくれますので、人手不足を感じていません。
採用においては、企業理念やＴＯＳＡＣＯのコン
セプト・想いなどを理解し共感してもらうことを
最も重視しています。実務経験の有無はあまり関
係ありません。

高齢化と担い手不足

――現状の課題があれば、教えてください。

社長：当社が製造するビールは、高知の魅力的な
素材が存在することが前提です。生産者の高齢化
や減少が進んでいます。現実的に、魅力的な素材
でビールを試作して、生産者に持参すると、廃業
していたケースがありました。現在製造している
ビールについても、長期的に同じものを提供でき
るのかと不安に感じることがあります。現状で
は、ビールの製造しかできていませんが、関係者

として関与することも検討したいと考えていま
す。

――今後の目標や事業展望について教えてくだ

さい。

社長：県外のマーケット向けて、ＥＣでの販売に
力を入れたいと考えています。ＴＯＳＡＣＯのコ
ンセプトなどをさまざまな機会に発信し、ブラン
ドに対する共感を得ることで、ＥＣを活用した購
入につなげていきたい。
また、例えば30年後のように超長期的な展望を
描くことも大切と思っています。地域資源である
木材を使用した木質バイオマス発電設備を設置
し、その電気を使用し、ビールを製造することも
構想として持っています。ビール酵母を活用した
パンづくりや周辺の耕作放棄地の活用、雇用の創
出、規格外の農産物の有効活用など、地域経済に
好循環をもたらす仕組みを地域の人や企業を巻き
込みながら行いたいと考えています。

――本日はありがとうございました。

（常務取締役 西本治史）
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▲ 土佐 IPA ▲ 和醸ケルシュ
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会社概要

■名 称 合同会社 高知カンパーニュブルワリー
■創 業 2017（平成29）年
■本 社 〒781-4217 高知県香美市香北町橋川野584-1
■資 本 金 100万円
■事業内容 酒類製造業（ビール・発泡酒）、お客様独自のオリジナルビールの製造・販売、

お客様独自のオリジナルラベルでの販売 他

四国銀行山田支店 石原支店長より一言
合同会社 高知カンパーニュブルワリー様は、高知県香美市で高知
県産の様々な素材を活かしたクラフトビール（ブランド名：ＴＯＳ
ＡＣＯ）を製造されています。
瀬戸口社長は、出身地である大阪の電気機器メーカーにエンジニ
アとして勤務されていましたが、「自分自身で入口から出口まで一貫
してものづくりに関わりたい、責任を持ってつくったものを届けた
い」、「ビールが苦手な妻と一緒に乾杯したい、２人で楽しめるビー
ルを作りたい」という想いから、島根県のブルワリーでビールづく
りを学んだ後、2018年に高知に移住し、クラフトビール製造をスター
トされました。
移住および創業当初の苦労を乗り越え、製造量は順調に増加し、2022年に量産体制整備の
ため工場を新設、2023年にビアスタンドを新工場に併設オープン、2024年にジェラートの販
売も開始されました。ビールと同様に、ジェラートも様々な県産素材をジェラートという姿
に変えて楽しむことができ、両者は遠い存在のようで実は似た要素を持っています。最近で
は、ビールを飲みながらジェラートを楽しむお客様もいらっしゃるそうです。
「食卓を豊かにすること、その豊かさを地域経済に循環させること」を経営理念とし、「お
いしい高知のおいしいビール」をコンセプトに、「ただビールを飲んでもらうことを目標にす
るのではなく、ＴＯＳＡＣＯを通してその素材や生産者にフォーカスしてもらえる、人と人
をつなぐビールでありたい」、「物部川エリアに循環型の経済を作っていきたい、地域おこし
として物部川地域を四国における新興観光地の筆頭格にしたい」等々の思いを持って、日々
の仕事に取組み、挑戦され続けています。
インタビューを通じて、瀬戸口社長の「想い」や「コンセプト」にたくさんの人が共感し、
引き寄せられ、ＴＯＳＡＣＯチームが形成され、現在までの事業展開につながっていると強
く感じました。
今後も瀬戸口社長を中心にＴＯＳＡＣＯチームで挑戦と成長を続けられていく合同会社高
知カンパーニュブルワリー様に対し、弊行はメインバンクとしての役割を全うしていきたい
と考えています。

▲ 本社工場、ビアスタンド



１．業況感
2024年12月に実施した全国企業短期経済観測調査（高知県分）において、企業の足もとの業況感を示
す業況判断D.I.（最近）（以下、最近の業況判断D.I.と表す）＊1をみると、全産業は＋12となり、前
回９月調査から＋１ポイント改善しました。業種別にみると、製造業が＋12ポイントの改善となった一
方、非製造業は前回から▲４ポイントの小幅悪化となりました。
今回調査における最近の業況判断D.I.の特徴を整理すると、まず製造業では、価格転嫁の進捗に伴
う収益改善や、新規受注の獲得等を要因に改善しました。
一方、非製造業では、新規工事案件の獲得等が改善要因として聞かれた一方、人件費上昇に伴う収益
の下押し、夏場にみられた防災関連需要の反動等から、業況感は小幅に悪化しました。
３か月後の業況判断D.I.の予想（以下、先行きの業況判断D.I.と表す）は、全産業で＋12と、今回
調査から横ばいで推移する見込みとなっています。業種別にみると、製造業が今回調査から＋17ポイン
ト改善する見込みである一方、非製造業は▲７ポイントの悪化見込みとなりました。
まず製造業では、新規受注の獲得による生産量の増加期待、価格転嫁の進捗による収益改善期待等を
背景に、改善見込みとなっています。
一方、非製造業では、悪化見込みとなっています。企業からは、人件費の増加、人手不足による受注
の取りこぼし、値上げによる顧客離れなどを懸念する声が聞かれています。
もともと、本統計において、先行きの業況判断D.I.はやや慎重な見方を示す傾向があり、この結果
が次回2025年３月調査における最近の業況判断D.I.そのものを正確に予測しているとは限らないため、
その評価にあたっては幅をもってみる必要があります。こうした統計上のクセを踏まえると、今回の非
製造業における先行きの悪化見込みについては、割り引いて評価する必要がありますが、企業が懸念材
料として挙げている要因については、引き続き、注意深くみていく必要があると考えています。
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＊1 調査対象企業数は120社。業況判断D.I.は、自社の業況が「良い」と答えた企業の割合から、「悪い」と答えた企業の割
合を差し引いて算出。

寄 稿

日本銀行 高知支店
支店長 永 幡 崇



（図表１－１）業況判断D.I.

（図表１－２）業況判断D.I.の長期時系列推移（全産業）

（注１）シャドーは景気後退期（内閣府調べ、以下同じ）。
（注２）断りのない限り高知県の計数（以下同じ）。
（出所）日本銀行高知支店、日本銀行

２．人手の過不足感
雇用人員判断D.I.（全産業）＊2は、12月調査において▲31の「不足」超となりました。
前回調査と比較すると、製造業で不足超幅が３ポイント縮小、非製造業で横ばいとなり、全産業では
２ポイントの不足超幅縮小となりました。但し、全体として不足超幅は縮小しましたが、縮小幅は僅か
であり、依然として大幅な不足超、すなわち人手不足の状態にある点に変化はありません。
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＊2 自社の雇用人員の過不足感について、「過剰」と答えた企業の割合から、「不足」と答えた企業の割合を差し引いて算出。



３か月後の雇用人員の過不足感の予想をみると、全産業では「不足」超幅が４ポイント拡大する見込
みです。非製造業を中心に、定年退職者等が発生する一方で、新規の人材獲得が困難であるといった声
が聞かれており、人手不足感は一段と強まる見込みとなっています。

（図表２－１）雇用人員判断D.I.

（図表２－２）雇用人員判断D.I.の長期時系列推移

（出所）日本銀行高知支店（以下同じ）

３．仕入・販売価格の動向
仕入価格判断D.I.（全産業）＊3は、12月調査において、＋50の「上昇」超となりました。前回調査
と比較すると、製造業、非製造業ともに上昇超幅が拡大した結果、全産業では前回調査比＋４ポイント
上昇超幅が拡大しました。また、３か月後の仕入価格判断D.I.をみると、製造業で横ばいとなってい
る一方、非製造業では上昇超幅が拡大する見込みとなり、全産業では上昇超幅が＋９ポイント拡大する
見込みとなっています。
次に、12月調査の販売価格判断D.I.（全産業）＊3は＋30の「上昇」超となりました。製造業、非製
造業ともに、人件費や仕入価格の上昇分を販売価格に転嫁する動きが続いており、３か月後の販売価格
判断D.I.についても、＋８ポイント上昇する見込みとなっています。もっとも、価格転嫁に関しては、
顧客離れ等を懸念して（人件費等の上昇が続く中でも、）頻繁な値上げは出来ないといった声も一部か
ら聞かれています。
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＊3 自社の主要原材料等の仕入価格、または主要製商品等の販売価格について、「上昇」と答えた企業の割合から、「下落」と
答えた企業の割合を引いて算出。



（図表３－１）仕入・販売価格判断D.I.

（図表３－２）仕入・販売価格判断D.I.の長期時系列推移（全産業）

４．事業計画
（１）売上高
2024年度の売上高は、前年度比＋1.6％の増収計画となっています。製造業、非製造業ともに、価格
転嫁の進捗が増収要因として聞かれました。また、新規受注の獲得や、新規出店に伴う売上増加を増収
要因として挙げる先もみられました。
その上で、９月調査と比較した計画の修正状況をみると、全産業では前回調査比＋0.5％の上方修正
となりました。内訳をみると、製造業が、前回調査比横ばいとなった一方、非製造業では、新規受注の
獲得、販路拡大による売上増加等から、前回調査比＋0.6％の上方修正となりました。

（図表４－１）売上高

（注３）前年度比や修正率の「0.0」は正・負を区分していない（集計上、「＋0.0」と「▲0.0」をまとめて
「0.0」と表記＜以下同じ＞）。
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（２）経常利益
2024年度の経常利益は、前年度比▲9.5％の減益計画となっています。内訳をみると、製造業では、
価格転嫁の進捗等から増益計画となっている一方、非製造業では、人件費や物流費の高騰等から減益計
画となっています。もっとも、現段階では計画を保守的に作成している先がみられるほか、設備投資の
実行に伴う減価償却費の計上や、研究開発投資の増加といった、前向きな投資案件の実行を減益要因と
して挙げる先もみられています。
９月調査と比較した計画の修正状況をみると、全産業では▲1.2％の下方修正となりました。製造業
では、価格転嫁の進捗による増収等を要因に上方修正された一方、非製造業からは、仕入価格等の上昇
を理由に、利益計画を下方修正する先がみられました。

（図表４－２）経常利益

（３）設備投資額
2024年度の設備投資計画は、前年度比＋4.1％の増加計画となっています。製造業が前年度から増加
計画となった一方、非製造業では減少計画となっています。
９月調査と比較した計画の修正状況をみると、製造業では、予定していた設備投資計画の一部見直し
等から、幾分下方修正されました。一方、非製造業では、小売や宿泊・飲食サービス等で、新規出店や
店舗改装等の計画が計上されたことから、上方修正されました。
製造業、非製造業ともに、中長期的な観点から必要な設備投資は、先行きも着実に実施されていく見
通しとなっており、全体としては持ち直しの動きが続いています。

（図表４－３）設備投資額

５．総括と先行きの展望
以上でみてきた2024年12月の全国企業短期経済観測調査（高知県分）は、日本銀行高知支店が同年12
月13日に公表した「高知県金融経済概況」における「高知県の景気は、緩やかに持ち直している」との
景気判断と概ね整合的な結果となっています。
日本銀行高知支店では、高知経済の先行きについても、企業・家計の両部門において、所得から支出
への前向きの循環が続くもとで、緩やかな持ち直しの動きが続くとみています。
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ただし、こうした先行きの見通しに対するリスク要因として、①コスト上昇と価格転嫁の動向、②人
手不足の影響と賃金の動向、③海外経済の動向の影響等に注意が必要と考えています。
まず、１点目のコスト上昇と価格転嫁の動向について、最近の物価動向をみると、既往の輸入物価上
昇を起点とする価格転嫁の影響は減衰してきているものの、賃金上昇等を受けたサービス価格の緩やか
な上昇が続いています。この点、短観（高知県分）の12月調査でも、仕入価格判断D.I.（最近）や販
売価格判断D.I.（最近）は、小幅に上昇しています。また、先行きについても、仕入価格判断D.I.（先
行き）や販売価格判断D.I.（先行き）が非製造業を中心に上昇超幅を拡大する姿となっています。こ
うした状況も踏まえつつ、県内企業が直面するコスト上昇圧力や価格転嫁の動向について、注意深くみ
ていきたいと考えています。
２点目は、人手不足の影響と賃金の動向についてです。まず人手不足の影響については、引き続き、
幅広い業種において、企業の人手不足感が強い状況が継続しており、12月調査でも、雇用人員判断
D.I.は大幅な不足超の状態が続いていることが確認されました。この間、宿泊・飲食サービスからは、
「人手不足を要因にサービスの一部を制限せざるを得ない」といった声も、引き続き聞かれています。
先行きも、こうした人手不足による需要の取りこぼし等が、景気全体の持ち直しの動きに影響を及ぼ
さないかといった点は、引き続き注意深くみていきます。
次に賃上げの動向については、高知県内の賃上げの動きはしっかり継続していると評価しています。
もっとも、足もとでも業種や規模によって賃上げの動きにはバラつきがみられていることもあり、「賃
上げの持続性」については、引き続き注視していきたいと思います。
３点目は、海外経済の影響です。先行きは、海外経済が緩やかな成長を続けるもとで、生産は増加基
調に復していく、というのがメインシナリオだとみています。この点、一部の製造業からは、海外向け
受注がやや持ち直しているとの声も聞かれていますが、米国における政権交代後の政策の影響や、中国
経済の持ち直しペースを巡る不確実性など、海外経済の動向を巡る不確実性は引き続き高く、当地に及
ぼす影響についても、注視していく必要があると考えています。
日本銀行高知支店では、これらのリスク要素を引き続き念頭に置きながら、当地の経済動向を丹念に
調査・分析してまいります。

以 上
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高知県の景気動向を観測するため、県内企業経営者へのアンケート方式による景況調査を年４回
（２・５・８・11月）実施している。 ※1992年調査開始(年２回)、2000年から(年４回)変更
調査目的 高知県内企業の景況感把握
調査対象 高知県内に事業所を置く法人156/242社（回答率64.5％）
調査方法 郵送、電子メール
調査事項 自社業況の総合判断、売上高、経常利益、設備投資、在庫、雇用など
調査時期 2024年11月６日 ～ 12月３日

Summary
◆ 今期（10～12月期）自社業況の総合判断 BSI は、全産業で＋４となり、前期（７～９期）＋５
より１ポイント低下した。

◆ 製造業は、前期＋２より２ポイント上昇し＋４となった。非製造業は前期＋６より１ポイント
低下し＋５となった。製造業で３期連続、非製造業で２期連続のプラスとなった。

◆ 来期（2025年１～３月期）は全産業で＋１、製造業は―２、非製造業は＋２の見込み。
◆ 本年度、全産業で賃上げを実施した企業の割合は94.2％となった。
◆ 76.8％の企業は、人件費増加による利益減少が見込まれるなかでも、賃上げを実施した。人材
確保や物価高騰に対する配慮、モチベーションの向上、最低賃金の引上げなどが背景にあると
みられる。

Business Survey Index（ビジネス サーベイ インデックス）の略称。
好転した企業と悪化した企業の割合の差で企業経営者のマインドから景気判断をみ
る指標である。前回調査と比較し、BSI がプラスであれば、その項目は「良い、好転、
上昇」とみることができ、逆にマイナスであれば「悪い、悪化、下降」と判断できる。

BSI について

調 査 要 綱

業種別回答企業数
業 種 回答企業数 構成比

製

造

業

飲食料品 10 6.4
木材・木製品 5 3.2
製紙 4 2.6
機械 11 7.1
窯業・土石 4 2.6
その他製造 13 8.3
製造業 計 47 30.1

非

製

造

業

スーパー 6 3.8
衣料品販売 3 1.9
飲食料品販売 7 4.5
自動車販売 7 4.5
建築資材販売 7 4.5
石油販売 4 2.6
その他販売 17 10.9
運輸・倉庫 8 5.1
宿泊・飲食 11 7.1
情報通信 4 2.6
不動産・物品賃貸 4 2.6
医療・介護・福祉 6 3.8
その他サービス 6 3.8
建設 19 12.2
非製造業 計 109 69.9
合 計 156 100.0

資本金規模別回答企業数
規 模 回答企業数 構成比

10百万円未満 19 12.2
10百万円以上～30百万円未満 67 42.9
30百万円以上～50百万円未満 42 26.9
50百万円以上～100 百万円未満 16 10.3
100 百万円以上 12 7.7

合 計 156 100.0

従業員規模別回答企業数
規 模 回答企業数 構成比

10人未満 7 4.5
10人～49人 36 23.1
50人～99人 31 19.9
100人～199人 27 17.3
200人以上 18 11.5

合 計 156 76.3
注：小数点第２位以下を四捨五入し、端数処理するため、
合計が 100％にならない場合がある。

※その他、資本金に該当しない企業（社会福祉法人等）３社
は、上記、10百万円未満に算入。
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１ 2024年10～12月期（今期）見込みと2025年１～３月期（来期）見通し

2024年10～12月期（今期）見込み
～製造業で３期連続、非製造業で２期連続のプラス～
◆自社業況の総合判断 BSI は、全産業で前期
（2024年７～９月）＋５より１ポイント低下し
＋４となった。前期と比較すると、20業種中
10業種で好転、９業種で悪化した。
◆製造業は、前期＋２より２ポイント上昇し＋
４となった。３期連続のプラス。製紙（＋25）
や窯業・土石（＋25）、飲・食料品（＋10）は
好転した。一方、機械（－18）は悪化した。
木材・木製品（＋20）はプラスが続いている。
◆非製造業は、前期＋６より１ポイント低下し
＋５となった。２期連続のプラス。建設資材
販売（＋57）や情報通信（＋25）、不動産・物
品賃貸（＋25）、飲食料品販売（＋14）は好転
した。一方、自動車販売（－43）や石油販売（－
25）は悪化した。宿泊・飲食（＋27）や運輸・
倉庫（＋25）、医療・介護・福祉（＋17）、建
設（＋11）はプラスが続く一方、その他サー
ビス（－50）や衣料品販売（－33）、その他販
売（－12）はマイナスが続いている。

2025年１～３月期（来期）見通し
◆全産業で今期＋４より３ポイント低下し＋１
の見通し。
◆製造業は６ポイント低下し－２の見通し。
◆非製造業は３ポイント低下し＋２の見通し。

（１）自社業況の総合判断ＢＳＩ

自社業況の総合判断 推移表
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（２）売上高ＢＳＩ

売上高ＢＳＩ推移表

2024年10～12月期（今期）見込み
～製造業、非製造業ともプラス～
◆売上高 BSI は、全産業で前期＋７より２ポイ
ント上昇し＋９となった。前期と比較すると、
20業種中11業種で好転、９業種で悪化した。
◆製造業は、前期＋13より７ポイント低下し＋
６となった。窯業・土石（＋50）は好転した。
一方、機械（－18）は悪化した。製紙（＋50）
や木材・木製品（＋20）はプラスが続いている。
◆非製造業は、前期＋４より６ポイント上昇し
＋10となった。運輸・倉庫（＋50）や不動産・
物品賃貸（＋50）、飲食料品販売（＋29）は好
転した。一方、自動車販売（－43）やその他
販売（－12）は悪化した。建設資材販売（＋57）
や宿泊・飲食（＋36）、医療・介護・福祉（＋17）、
建設（＋５）はプラスが続く一方、衣料品販
売（－33）やその他サービス（－17）はマイ
ナスが続いている。

2025年１～３月期（来期）見通し
◆全産業で今期＋９より12ポイント低下し－３
の見通し。
◆製造業は19ポイント低下し－13の見通し。
◆非製造業は８ポイント低下し＋２の見通し。



28 四銀経営情報 2025.１

（３）経常利益ＢＳＩ

経常利益ＢＳＩ推移表

2024年10～12月期（今期）見込み
～物価などの上昇を一部販売価格に転嫁できず～
◆経常利益 BSI は、全産業で前期－２より２ポ
イント低下し－４となった。20期連続のマイ
ナス。前期と比較すると、20業種中10業種で
好転、８業種で悪化した。物価や人件費など
の上昇を販売価格に一部転嫁できていない状
況にある。
◆製造業は、前期０より11ポイント低下し－11
となった。窯業・土石（＋50）は好転した。
一方、その他製造（－23）や機械（－18）は
悪化した。飲・食料品（－20）はマイナスが
続いている。
◆非製造業は、前期－３より２ポイント上昇し
－１となった。飲食料品販売（＋29）や建設
資材販売（＋29）、情報通信（＋25）、は好転
した。一方、自動車販売（－43）やスーパー（－
17）、建設（－５）は悪化した。宿泊・飲食（＋
27）や運輸・倉庫（＋13）はプラスが続く一方、
その他販売（－24）やその他サービス（－17）
はマイナスが続いている。

2025年１～３月期（来期）見通し
◆全産業で今期－４より８ポイント低下し－12
の見通し。
◆製造業は８ポイント低下し－19の見通し。
◆非製造業は７ポイント低下し－８の見通し。
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（４）在庫ＢＳＩ

在庫ＢＳＩ推移表

2024年10～12月期（今期）見込み
～全体として適正水準～
◆在庫 BSI は、全産業で前期の＋１より３ポイ
ント低下し－２となった。
◆製造業は、前期－２より11ポイント低下し－
13となった。製紙（－25）やその他製造（－
25）、飲・食料品（－20）などでやや不足感が
みられる。製造業全体では「適正」と回答し
た企業が約７割あり、適正水準にあるものの、
2017年以降最も低い水準となった。
◆非製造業は、前期＋２より３ポイント上昇し
＋５となった。衣料品販売（＋33）やその他
販売（＋25）などで過剰感がみられる。一方、
自動車販売（－33）やその他サービス（－33）
で不足感がみられる。非製造業全体では「適
正」と回答した企業が約９割あり、適正水準
にある。

2025年１～３月期（来期）見通し
◆全産業で今期－２より１ポイント上昇し－１
となる見通し。
◆製造業は－11となる見通し。
◆非製造業は＋５となる見通し。

※在庫を保有している企業を100として算出。



30 四銀経営情報 2025.１

（５）資金繰りＢＳＩ

資金繰りＢＳＩ推移表

2024年10～12月期（今期）見込み
～全体的に良好といえる～
◆資金繰り BSI は、全産業で＋11より３ポイン
ト低下し＋８となった。全般的な資金繰りは良
好といえる。
◆製造業は＋９となり、マイナスの業種はない。
◆非製造業は＋８となった。その他サービス（－
33）など、サービス業でのマイナスが影響した。

2025年１～３月期（来期）見通し
◆全産業で今期＋８より４ポイント低下し＋４の
見通し。
◆製造業は７ポイント低下し＋２の見通し。
◆非製造業は２ポイント低下し＋６の見通し。そ
の他サービス（－33）などではマイナスが続く
見通し。
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２ 設備投資

（１）設備投資動向

【全産業】設備投資動向推移表

2024年下半期（７～12月期）見込み
～製造業は設備投資に慎重な姿勢～
◆今期、新規・継続設備投資をする企業の割合
は前期（2024年１～６月）44％より３ポイン
ト上昇し47％となった。新規投資は前期13％
より１ポイント低下し12％となった。一部に
人件費の増加が影響した面もみられる。
◆製造業は、前期55％より２ポイント低下し53％
となった。うち「新規投資」は前期20％より
３ポイント低下し17％となった。
◆非製造業は、前期39％より５ポイント上昇し
44％となった。うち「新規投資」は前期11％
より２ポイント低下し９％となった。
◆設備投資のコスト増加や海外経済の減速懸念
など、今後の経済状況が不透明な状況にあり、
製造業では設備投資にやや慎重な姿勢がみら
れる。

2025年上半期（１～６月期）計画
◆2025年上半期に設備投資を計画する企業の割
合は全産業で46％、うち新規投資は16％となっ
た。計画については、従来から保守的に回答
する傾向があるが、今期の新規投資12％を４
ポイント上回っており、前向きな姿勢もみら
れる。
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◆2024年下半期の設備投資目的は、全産業で「維持・補修・更新」が65％で最も多く、前期73％より８
ポイント低下した。次いで「合理化・省力化」36％、「生産・販売力の拡充」29％、「情報化（ＩＴ化）
関連」16％と続く。
◆製造業においては、「情報化（ＩＴ化）関連」が前期16％より16ポイント低下し０％となった。投資
が一巡したとみられる。

（２）設備投資目的
① 2024年下半期（７～12月期）見込み

② 2025年上半期（１～６月期）計画

◆2025年上半期の設備投資計画は、全産業で「維持・補修・更新」が56％で最も多く、次いで「合理化・
省力化」36％、「生産・販売力の拡充」24％、「情報化（IT化）関連」19％となった。
◆非製造業において、「新規事業・研究開発」が2024年下半期（７～12月期）見込み４％より４ポイン
ト上昇し８％となった。人口減少などの要因で既存事業だけでは先細りする懸念があるため、新しい
分野を開拓する動きが一部にみられる。
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３ 雇用

雇用ＢＳＩ推移表

2024年10～12月期（今期）見込み
～非製造業で強い人手不足感が継続している～
◆雇用 BSI は全業種で前期－39より１ポイント
低下し－40となった。強い逼迫感が継続して
いる。2013年７～９月期からマイナスが続い
ている。
◆製造業では－26となり、前期より４ポイント
上昇。機械（０）以外のすべての業種でマイ
ナスとなったが、約７割の企業が適正と回答
した。
◆非製造業では－46となり前期より３ポイント
低下。医療・介護・福祉（０）以外のすべて
の業種でマイナスとなった。特に、宿泊・飲
食（－73）や自動車販売（－71）、スーパー（－
67）などでの逼迫感が強い。

2025年１～３月期（来期）見通し
◆雇用 BSI は全産業で－37（製造業－21、非製
造業－43）と人手不足は続く見通し。医療・
介護・福祉（０）以外のすべての業種でマイ
ナスとなる見込み。
◆非製造業、特に、宿泊・飲食（－73）や自動
車販売（－71）、スーパー（－67）などでの逼
迫感が強く、人手不足を要因としたビジネス
チャンスの逸失など、問題は深刻化している。
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４ 経営上当面の課題

◆全産業で「仕入れ価格の上昇」が56％と、３期連続で一番の経営課題となった。続いて「人手・人材
不足」が54％となった。
◆製造業では「仕入れ価格の上昇」が72％と、12期連続で最も多く、前期の66％より６ポイント上昇し
た。特に、窯業・土石（100％）や機械（91％）、その他製造（77％）、製紙（75％）、飲・食料品（60％）
で高い割合を示した。
◆非製造業では「人手・人材不足」が61％と、７期連続で最も多い。運輸・倉庫（88％）や宿泊・飲食
（82％）、情報通信（75％）などでの人手不足感が強い。

◆全産業で「販売力の強化」が54％と最も多い。
◆製造業では「販売力の強化」が49％と最も多く、「合理化・効率化」47％、「品質・サービスの向上」45％
と続いた。
◆非製造業では「販売力の強化」が56％と最も多く、「合理化・効率化」48％、「品質・サービスの向上」
38％と続いた。

５ 今後の経営方針
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2024年10月、高知県の最低賃金（時間額）は55円引き上げられ952円となった。今春からの賃上げも

全国的に過去最高の水準が相次いでいる。当社が6月に実施した「高知県内企業の賃上げ調査」におい

ても、高い水準で賃上げが行われた。今回、「１．2024年度賃上げを実施したか」「２．2024年度の総人

件費は前年度と比較してどうなるか」「３．人件費増加の影響や対応」を尋ねた。

＊賃上げ…ベースアップ・定期昇給・一時金や手当の増額を含む

１．2024年度賃上げを実施したか
「業績が好調・改善しているため賃上げを実施」「業績の改善が要因ではないが賃上げを実施」「賃上

げをしない」の３択で回答を求めた。

◆全産業で「業績の改善が要因ではないが賃上げを実

施」が76.8％と最も多く、「業績が好調・改善してい

るため賃上げを実施」17.4％、「賃上げをしない」

5.8％と続いた。業績に関係なく、94.2％の企業が何

らかの形で賃上げを実施した。また、76.8％の企業

は、人件費増加による利益減少が見込まれるなか、賃

上げを実施した。人材確保や物価高騰に対する配慮、

モチベーションの向上、最低賃金の引上げなどが背景

にあるとみられる。

◆従業員規模別では、賃上げを実施した企業の割合は、

「10人未満」で76.5％、「200人以上」で100％となり、

事業規模が大きくなるほど、実施割合が概ね高くなった。

２．2024年度の総人件費は前年度と比較してどうなるか
「大幅に増加」「やや増加」「大きく変わりなし」「やや減少」「大幅に減少」の５択で回答を求めた。

◆全産業で「やや増加」が60.0％と最も高く、「大きく変わりなし」19.4％、「大幅に増加」15.5％、「や

や減少」3.9％、「大幅に減少」1.3％と続いた。「大幅に増加」と「やや増加」の合計である、人件費

が増加した企業の割合は75.5％となった。

◆業種別では、製造業が「大幅に増加」19.6％、「やや増加」63.0％となり、人件費が増加した割合も

82.6％で、増加の割合が最も高い結果となった。

６ 人件費
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３．人件費増加の影響や対応について
「人員削減」「新卒ではなく経験者を採用」「事業縮小」「利益減少」「アウトソーシング（業務を外注）」

「作業の機械化・デジタル化」「業務フローの見直し」「商品・サービスの値上げ」「設備投資抑制」「役

員報酬引き下げ」「助成金制度を活用」「労働時間・営業時間の短縮」「その他」の13択（複数回答可）

で回答を求めた。

◆全産業で、影響として「利益減少」が39.2％となった。対応では「作業の機械化・デジタル化」37.8％、

「商品・サービスの値上げ」31.1％、「業務フローの見直し」29.1％、「労働時間・営業時間の短縮」

20.9％と続いた。

◆業種別では、製造業と卸売・小売業は「利益減少」がそれぞれ40.9％、44.7％、運輸サービス業は「業

務フローの見直し」が36.8％、建設業は「作業の機械化・デジタル化」が42.1％と最も高くなった。
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項 目 判 断 主 な 判 断 理 由

個 人 消 費 一部に足踏みが残る
ものの、持ち直しの
動き

10月の「商業動態統計」では、小売業販売額は前月比0.2％減。新
車販売台数は持ち直してきたが、このところ一服感。家電販売は
このところ持ち直しの動きに足踏み。旅行はこのところ持ち直し
の動き。外食は緩やかに増加。

設 備 投 資 持ち直しの動き 「日銀短観」（12月調査）によると、全産業の2024年度設備投資計
画は増加が見込まれている。また、「法人企業統計季報」（７－９
月期調査）によると、設備投資は前期比1.7％増。業種別では、製
造業は同4.2％増、非製造業は同0.5％増。

住 宅 投 資 おおむね横ばい 持家の着工は底堅い動き。分譲住宅の着工はおおむね横ばい。貸
家の着工は横ばい。

公 共 投 資 底堅く推移＊ 10月の公共工事出来高は前月比0.6％増。11月の公共工事請負金額
は同13.1％増。10月の公共工事受注額は同0.2％減。先行きについ
ては、補正予算の効果もあって、底堅く推移していくことが見込
まれる。

輸 出 おおむね横ばい アジア、アメリカ、ＥＵ及びその他地域向けの輸出はおおむね横
ばい。

輸 入 このところ持ち直し
の動き＊

アジアからの輸入はこのところ持ち直しの動き。アメリカ及びＥ
Ｕからはおおむね横ばい。

生 産 活 動 横ばい＊ 10月の鉱工業生産指数は前月比2.8％増。輸送機械及び生産用機械
は横ばい。電子部品・デバイスはこのところ横ばい。

企 業 収 益 総じてみれば改善し
ているが、そのテン
ポは緩やか＊

「法人企業統計季報」（７－９月期調査）によると、経常利益は前
年同期比3.3％減。規模別にみると、大・中堅企業が同2.1％増、
中小企業が同22.1％減。

景気は、一部に足踏みが残るものの、緩やかに回復している
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項 目 判 断 主 な 判 断 理 由

業 況 判 断 改善 「日銀短観」（12月調査）によると、「最近」の業況は「全規模全
産業」で上昇。「景気ウォッチャー調査」（11月調査）の企業動向
関連ＤＩでは、現状判断は低下、先行判断は上昇。

雇 用 情 勢 改善の動き 「日銀短観」（12月調査）によると、企業の人手不足感を示す、全
産業の雇用人員判断ＤＩは－36と９月調査（－36）から横ばい。

物 価 このところ上昇＊ 消費者物価の基調を10月の「生鮮食品及びエネルギーを除く総合」
でみると、このところ上昇。

企 業 倒 産 増勢が鈍化 11月の企業倒産（負債1,000万円以上の法的整理による倒産）の件
数は841件（前年同月比4.2％増）で、３カ月連続で前年同月を上
回った。負債総額は1,602億2,300万円（同68.9％増）で、４カ月
ぶりに前年同月を上回った。

上記の＊は、前回掲載時から判断の変更があった箇所。
◆公共投資：「堅調に推移」 →「底堅く推移」
◆輸 入：「おおむね横ばい」 →「総じてみれば改善しているが、そのテンポは緩やか」
◆生産活動：「持ち直しの動き」 →「横ばい」
◆企業収益：「総じてみれば改善」→「横ばい」
◆物 価：「緩やかに上昇」 →「このところ上昇」

資料：内閣府「月例経済報告（2024年12月）」などより当研究所作成
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概要（2024年10月）

項 目 判 断 主 な 判 断 理 由

個 人 消 費 持ち直している 10月の小売業販売額全体では、前年同月比0.6％減と32カ月ぶりに減
少。百貨店（同6.0％減）や家電大型専門店（同6.0％減）、ホームセ
ンター（同5.6％減）、スーパー（同2.6％減）が影響した。また、10
月の乗用車・軽乗用車の新規登録・届出台数は同0.7％増となり、４
カ月連続で前年同月を上回った。

設 備 投 資 前年度を上回る見
込み

全国企業短期経済観測調査（全産業）によると、2024年度は前年度を
上回る見込み（前年度比12.8％増）。

住 宅 投 資 前年を下回る 10月の新設住宅着工戸数は、前年同月比20.9％減となり、３カ月連続
で前年を下回った。

公 共 投 資 前年を上回る 10月の公共工事請負金額は前年同月比9.1％増となり、６カ月連続で
前年を上回った。

生 産 活 動 一進一退 10月の鉱工業生産指数（季節調整値、2020年＝100）は96.2、前月比
3.9％減。３カ月後方移動平均値をみると、８月97.4→９月97.9→10
月96.3と横ばい傾向。

雇 用 情 勢 前月を上回る 10月の有効求人倍率（季節調整値）は1.29倍で、前月を上回る水準。
一般新規求人数(新規学卒、パートタイムを除く)は、「製造業」や「宿
泊業、飲食サービス業」などが前年を下回ったものの、「サービス業
（他に分類されないもの）」や「卸売業、小売業」などが前年を上回り、
全体では前年同月比3.9％増。

貸 出 残 高 増加 10月の国内銀行貸出残高は前年同月比3.1％増と、引き続き増加基調
で推移している。

企 業 倒 産 前年を上回る 10月の倒産件数は20件（前年同月比11.1％増）と、４カ月連続で前年
を上回った。負債総額は19.3億円（同90.0％減）と、２カ月連続で前
年を下回った。

持ち直しの動きがみられる
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2024年10月概況
◆ 個人消費は堅調に推移している。季節商材の販売動向の振れや前年に比べ休日が少ないな

どの要因があったが、全体としては堅調に推移している。
◆ 設備投資は持ち直しの動きが続いている。住宅投資は減少し、公共投資は横ばい圏内で推

移している。また、製造業の生産は、一部で弱めの動きがみられるものの、全体では横ば
い圏内で推移している。

◆ 労働需給は引き締まった状態にある。
◆ 先行きについては、緩やかに持ち直していくとみられるが、コスト上昇と価格転嫁の動向

や、人手不足の影響と賃金の動向、海外経済の景気動向などの影響を受ける可能性がある。

項 目 判 断 主 な 判 断 理 由

個 人 消 費 堅調に推移 10月の小売業販売額は、前年同月比1.6％減少。ホームセンター（同
6.5％減）や百貨店・スーパー（同4.7％減）が影響した。一方、ドラッ
グストアは同2.3％増。10月の乗用車・軽乗用車の登録・届出台数は、
同4.1％減と４カ月ぶりのマイナス。

設 備 投 資 持ち直しの動き 全国短期経済観測調査（全産業）によると、2024年度は、前年度比
4.1％増。製造業を中心に上回る計画となっている。

住 宅 投 資 減少 10月の新設住宅着工戸数（持家、貸家、分譲）は、前年同月比13.9％減。
内訳をみると、持家は同6.7％減、貸家は同45.1％増、分譲住宅は同
64.9％減。

公 共 投 資 横ばい圏内で推移 10月の公共投資請負金額は、前年同期比18.3％増。2024年度累計は、
同7.5％増。

生 産 活 動 一部で弱めの動き
がみられるもの
の、全体では横ば
い圏内で推移

９月の鉱工業生産指数（季節調整値、2020年＝100）は、95.3（前月
比13.0％増）。機械は一部では弱めの動き。食料品、窯業・土石製品、
鉄鋼は横ばい圏内で推移。パルプ・紙・紙加工品は緩やかに持ち直し。

観 光 持ち直し 10月の県内主要観光施設への入込客数は、前年同月比18.6％減となっ
たが、主要旅館・ホテルの宿泊客数は同1.6％増。

概要（2024年10月）

景気は、緩やかに持ち直している
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項 目 判 断 主 な 判 断 理 由

雇 用 情 勢 引き締まった状態 10月の有効求人倍率（季節調整値）は、1.12倍で前月比0.03ポイント
上昇。２カ月ぶりの上昇。10月の一般新規求人数（新規学卒を除き
パートタイムを含む、原数値）全体では、前年同月比1.1％減。

貸 出 残 高 前年を下回る 10月の国内銀行貸出残高は、前年同月比1.6％減。

企 業 倒 産 感染症拡大前の水
準

10月の倒産（負債額1,000万円以上）の件数は８件（前年同月比700.0％
増）、負債総額は15.2億円（同151.0％増）となった。件数８件は2013
年３月の10件以来、11年７カ月ぶりの高水準。
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概要（2024年10月）

項 目 判 断 主 な 判 断 理 由

個 人 消 費 物価上昇の影響
を受けつつも、
底堅く推移

10月の小売業販売額は、前年同月比0.4％増加。ドラッグストア（同
7.3％増）やコンビニ（同1.2％増）が全体を牽引している。また、10
月の乗用車新車登録台数は、同4.8％増と、２カ月連続で前年を上回っ
た。

設 備 投 資 増加 全国短期経済観測調査（全産業）によると、2024年度は、前年度を
4.3％上回る計画となっている。

住 宅 投 資 弱めの動き 10月の新設住宅着工戸数は、全体で前年同月比55.8％減と、４カ月ぶ
りのマイナス。内訳は、持家同5.0％増、貸家同78.6％減、分譲同
83.9％減。

公 共 投 資 持ち直し 10月の公共投資請負金額は、前年同月比16.4％増。2024年度累計は、
同0.3％減。

生 産 活 動 弱めの動き ９月の鉱工業生産指数（季節調整値、2020年＝100）は95.0、前月比
3.5％増。３カ月後方移動平均値は96.2。

雇 用 情 勢 緩やかに改善 10月の有効求人倍率（季節調整値）は1.12倍となり、前月比0.01ポイ
ント低下した。一般新規求人数（日雇い・新規学卒を除く）全体では、
前年同月比0.3％増。

貸 出 残 高 前年を上回る 10月の国内銀行貸出残高は前年同月比1.7％増と、引き続き堅調に推
移している。

企 業 倒 産 感染症拡大前の
水準

10月の件数（負債額1,000万円以上）は４件（前年同月比同水準）、負
債総額は1.2億円（同60.8％減）。

景気は、緩やかに持ち直している
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百貨店・スーパー販売状況 （単位：億円、％）

（資料）四国経済産業局

乗用車新車登録・届出台数(軽乗用車含む) （単位：台、％）

（資料）四国経済産業局、四国運輸局

高 知 徳 島 香 川 愛 媛 四 国 全 国
前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

2013年 729.5 99.7 683.9 101.3 1,605.9 98.6 2,062.1 99.5 5,081.3 99.5 197,774 100.6
14年 723.6 99.2 727.5 106.4 1,607.9 95.8 2,108.1 101.1 5,167.1 99.8 201,946 101.7
15年 719.6 99.5 747.9 102.8 1,553.5 99.6 2,095.7 100.0 5,116.3 100.2 200,487 101.3
16年 715.2 99.4 747.3 99.9 1,524.8 101.0 2,100.8 100.7 5,088.5 100.5 195,948 99.6
17年 706.0 98.7 781.3 104.6 1,502.4 98.5 2,086.9 99.3 5,073.5 99.8 196,025 100.0
18年 707.8 100.3 811.4 103.8 1,515.3 100.8 2,070.7 99.2 5,105.3 100.6 196,044 100.0
19年 697.4 98.5 820.8 101.2 1,517.1 100.1 2,057.1 99.3 5,092.3 99.7 193,962 98.9
20年 725.3 97.6 916.6 99.3 1,741.8 98.8 2,066.4 97.8 5,450.0 98.3 195,050 94.6
21年 733.1 99.9 866.7 103.6 1,767.4 98.8 2,044.6 98.4 5,411.8 97.8 199,071 100.9
22年 733.4 100.0 901.2 96.0 1,786.1 101.1 2,085.8 102.0 5,506.5 101.8 206,603 103.8
23年 755.1 103.0 939.1 104.2 1,823.1 102.1 2,104.3 100.9 5,621.6 102.1 216,049 104.6

22年1月 60.5 100.2 73.9 103.3 146.7 101.5 172.3 102.0 453.5 101.8 16,767 103.0
2 52.3 97.6 65.6 102.7 129.0 100.7 147.6 99.1 394.5 100.0 15,038 100.5
3 59.9 97.8 72.3 104.0 146.9 100.7 172.5 102.0 451.6 101.3 17,047 102.1
4 57.5 100.6 70.7 103.9 138.7 100.0 163.8 105.6 430.7 102.8 16,238 104.6
5 61.0 100.3 75.6 104.5 147.0 101.6 172.1 104.4 455.7 102.9 16,807 109.1
6 57.9 98.3 71.0 101.4 144.5 100.0 168.9 100.0 442.3 100.0 16,731 101.9
7 62.8 101.1 75.9 103.6 153.2 98.4 178.6 100.7 470.5 100.4 17,704 103.3
8 61.9 100.9 78.9 103.2 151.4 101.7 170.3 103.7 462.4 102.6 16,776 104.3
9 57.6 100.2 72.9 104.8 142.6 102.2 161.6 103.3 434.6 102.8 16,304 104.8
10 61.6 102.6 75.8 104.6 148.7 102.0 181.8 103.1 467.8 102.9 17,326 104.9
11 60.0 99.4 74.0 104.1 148.4 100.5 175.1 100.3 457.5 100.8 17,590 103.0
12 80.3 100.8 94.7 107.0 188.9 103.1 221.4 100.6 585.4 102.4 22,266 104.1

23年1月 62.5 103.2 78.1 105.7 152.3 103.8 179.1 103.9 471.9 104.1 17,681 105.5
2 54.7 104.6 68.8 104.9 132.8 102.9 151.2 102.4 407.4 103.3 15,820 105.2
3 61.4 102.4 75.7 104.6 148.4 101.0 173.2 100.4 458.7 101.6 17,669 103.6
4 59.5 103.3 74.8 105.8 142.6 102.8 166.0 101.3 442.9 102.8 17,095 105.2
5 63.0 103.2 78.3 103.7 148.0 100.7 172.8 100.5 462.1 101.4 17,436 103.7
6 58.9 101.9 74.0 104.3 145.3 100.5 167.7 99.3 445.9 100.8 17,461 104.3
7 65.3 103.9 80.1 105.5 159.3 104.0 184.6 103.3 489.2 104.0 18,741 105.9
8 64.3 104.0 83.5 105.9 156.1 103.1 173.5 101.9 477.5 101.4 17,859 106.5
9 59.3 103.0 75.2 103.1 145.0 101.7 161.5 100.0 441.0 100.8 17,085 104.8
10 64.2 104.2 79.0 104.2 151.2 101.7 178.2 98.1 472.6 101.0 17,999 103.9
11 61.0 101.7 76.4 103.2 151.6 102.2 175.8 100.4 464.8 101.6 18,363 104.4
12 81.1 100.9 95.2 100.5 190.6 100.9 220.7 99.7 587.6 100.4 22,846 102.6

24年1月 62.0 99.2 78.8 100.9 156.8 103.0 180.2 100.6 477.8 101.2 18,264 103.3
2 57.2 104.5 72.6 105.6 140.1 105.5 156.1 103.3 426.0 104.6 17,021 107.6
3 63.8 104.0 77.2 102.1 152.9 103.0 174.4 100.7 468.4 102.1 18,876 106.9
4 58.2 97.8 75.0 100.2 142.8 100.1 162.9 98.2 438.9 99.1 17,612 103.0
5 60.7 96.3 77.7 99.2 148.4 100.3 166.1 96.1 452.9 98.0 18,211 104.4
6 60.6 102.9 76.7 103.6 152.4 104.9 169.3 101.2 459.0 102.9 18,675 106.9
7 64.4 98.6 80.2 100.2 157.4 98.8 176.7 95.7 478.7 97.9 18,990 101.3
8 66.1 102.8 87.9 105.3 164.7 105.5 176.0 101.4 494.8 103.6 18,691 104.7
9 59.7 100.7 76.4 101.7 148.0 102.1 161.3 99.8 445.4 101.0 17,425 102.0
10 61.2 95.3 78.4 99.2 149.0 98.5 169.7 95.2 458.2 97.0 17,890 99.4

高 知 徳 島 香 川 愛 媛 四 国 全 国
前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

2013年 27,925 96.8 28,847 93.2 40,672 96.4 45,299 96.2 145,248 97.4 4,562,184 99.8
14年 29,564 102.5 30,621 99.0 44,081 104.5 50,639 107.5 152,205 104.8 4,669,463 103.0
15年 25,794 87.2 26,206 85.6 37,515 85.1 41,713 82.4 131,228 86.2 4,215,798 90.3
16年 23,930 92.8 25,578 97.6 36,111 96.3 41,610 99.8 127,409 97.1 4,146,404 98.4
17年 25,878 108.1 26,777 104.7 38,502 106.6 44,474 106.9 135,630 106.5 4,386,314 105.8
18年 30,070 116.2 31,789 118.7 45,909 119.2 53,259 119.8 136,430 100.6 4,391,089 100.1
19年 25,576 85.1 27,312 85.9 38,640 84.2 44,797 84.1 136,325 99.9 4,301,012 97.9
20年 22,452 87.8 24,679 90.4 34,518 89.3 40,819 91.1 121,753 89.3 3,809,894 88.6
21年 21,222 94.5 22,624 91.7 32,346 93.7 37,369 91.5 113,561 93.3 3,675,650 96.5
22年 19,306 86.0 20,374 82.6 30,910 89.5 35,658 87.4 106,248 87.3 3,448,272 90.5
23年 22,124 114.6 24,346 119.5 35,746 115.6 41,565 116.6 123,781 116.5 3,992,660 115.8

22年1月 1,644 86.8 1,609 74.4 2,597 86.5 2,923 85.8 8,773 83.8 272,442 83.9
2 1,601 70.9 1,695 70.7 2,634 78.0 2,994 77.4 8,924 75.0 289,845 80.1
3 2,320 75.9 2,380 78.5 3,579 83.6 4,126 80.3 12,405 80.0 426,391 83.5
4 1,427 85.4 1,560 81.4 2,240 86.3 2,626 88.7 7,853 85.9 244,287 84.7
5 1,191 82.8 1,317 84.5 1,860 86.6 2,217 83.5 6,585 84.4 211,854 81.0
6 1,433 91.9 1,627 92.2 2,349 93.1 2,687 91.9 8,096 92.3 268,075 90.4
7 1,685 98.4 1,708 92.0 2,585 96.1 3,122 104.9 9,100 98.5 288,144 93.1
8 1,272 83.2 1,367 85.7 2,037 88.9 2,369 88.4 7,045 87.0 234,143 88.8
9 1,827 130.3 1,816 128.9 2,874 133.1 3,299 130.9 9,816 131.0 324,899 126.4
10 1,622 123.7 1,693 128.9 2,691 135.1 3,045 134.2 9,051 131.5 295,807 128.3
11 1,748 108.8 1,833 99.6 2,802 103.1 3,192 103.9 9,575 103.6 308,058 105.6
12 1,536 86.1 1,769 99.3 2,662 103.8 3,058 105.3 9,025 99.9 284,327 101.5

23年1月 1,778 108.2 2,117 131.6 3,065 118.0 3,481 119.1 10,441 119.0 319,866 117.4
2 2,080 129.9 2,280 134.5 3,398 129.0 3,625 121.1 11,383 127.6 356,279 122.9
3 2,681 115.6 2,815 118.3 4,086 114.2 4,761 115.4 14,343 115.6 477,937 112.1
4 1,654 115.9 1,843 118.1 2,563 114.4 3,225 122.8 9,285 118.2 289,524 118.5
5 1,376 115.5 1,660 126.0 2,361 126.9 2,903 130.9 8,300 126.0 272,034 128.4
6 1,716 119.7 2,021 124.2 2,868 122.1 3,453 128.5 10,058 124.2 332,020 123.9
7 1,757 104.3 2,033 119.0 2,856 110.5 3,333 106.8 9,979 109.7 320,993 111.4
8 1,481 116.4 1,668 122.0 2,490 122.2 2,944 124.3 8,583 121.8 280,533 119.8
9 1,996 109.3 2,070 114.0 3,183 110.8 3,606 109.3 10,855 110.6 363,391 111.8
10 1,902 117.3 1,976 116.7 3,016 112.1 3,509 115.2 10,403 114.9 334,474 113.1
11 1,931 110.5 2,047 111.7 3,098 110.6 3,463 108.5 10,539 110.1 344,042 111.7
12 1,772 115.4 1,816 102.7 2,762 103.8 3,262 106.7 9,612 106.5 301,567 106.1

24年1月 1,528 85.9 1,797 84.9 2,562 83.6 3,034 87.2 8,921 85.4 285,425 89.2
2 1,570 75.5 1,806 79.2 2,644 77.8 3,014 83.1 9,034 79.4 298,487 83.8
3 2,028 75.6 2,248 79.9 3,270 80.0 3,771 79.2 11,317 78.9 384,157 80.4
4 1,289 77.9 1,517 82.3 2,286 89.2 2,758 85.5 7,850 84.5 258,754 89.4
5 1,339 97.3 1,523 91.7 2,141 90.7 2,676 92.2 7,679 92.5 262,323 96.4
6 1,672 97.4 1,812 89.7 2,910 101.5 3,175 91.9 9,569 95.1 311,899 93.9
7 1,863 106.0 1,996 98.2 2,976 104.2 3,618 108.6 10,453 104.7 338,699 105.5
8 1,491 100.7 1,626 97.5 2,495 100.2 3,084 104.8 8,696 101.3 271,464 96.8
9 2,006 100.5 2,165 104.6 3,051 95.9 3,778 104.8 11,000 101.3 366,210 100.8
10 1,824 95.9 2,071 104.8 2,948 97.7 3,628 103.4 10,471 100.7 337,674 101.0
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新設住宅着工戸数 （単位：戸、％）

（資料）国土交通省

公共工事保証請負高 ４県（単位：百万円、％） 四国、全国（単位：億円、％）

（資料）西日本建設業保証㈱、四国経済産業局

高 知 徳 島 香 川 愛 媛 四 国 全 国
前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

2013年 3,612 130.8 4,516 124.9 7,217 145.0 8,613 114.3 23,958 126.8 980,025 111.0
14年 2,706 98.0 4,023 111.3 5,899 118.5 6,937 92.1 19,565 81.7 892,261 91.0
15年 2,734 101.0 3,802 94.5 6,412 108.7 6,817 98.3 19,765 101.0 909,302 102.0
16年 3,098 113.3 4,506 118.5 6,898 107.6 7,278 106.8 21,780 110.2 967,705 106.4
17年 3,326 107.4 4,859 107.8 7,063 102.4 7,696 105.7 22,944 105.3 964,641 99.7
18年 3,288 106.1 4,335 96.2 5,913 85.7 7,178 98.6 20,714 95.1 942,370 97.4
19年 3,310 100.7 4,122 95.1 5,680 96.1 7,756 108.1 20,868 100.7 905,123 96.0
20年 3,437 103.8 3,554 86.2 4,747 83.6 8,049 103.8 19,787 94.8 814,963 90.0
21年 2,790 81.2 3,044 85.6 5,718 120.5 8,069 100.2 19,621 99.2 856,484 105.1
22年 2,881 83.8 2,718 76.5 5,198 109.5 6,843 85.0 17,640 89.1 859,435 105.5
23年 2,407 86.3 3,108 102.1 5,279 92.3 6,234 77.3 17,028 86.8 819,633 95.7

22年1月 247 133.5 158 99.4 308 85.8 352 71.7 1,065 89.2 59,690 102.1
2 181 89.2 217 93.9 398 97.5 444 85.4 1,240 91.0 64,614 106.3
3 270 139.9 201 78.2 444 114.1 546 75.5 1,461 93.5 76,120 106.0
4 177 81.6 241 108.1 542 90.0 715 157.8 1,675 112.0 76,295 102.4
5 249 98.4 217 91.9 364 81.1 623 97.0 1,453 92.0 67,193 95.7
6 272 114.8 249 108.3 561 131.4 778 89.6 1,860 105.6 74,596 97.8
7 312 128.9 219 75.5 521 80.2 486 75.6 1,538 84.3 72,981 94.6
8 229 116.8 222 70.3 493 94.8 615 78.7 1,559 86.0 77,731 104.6
9 247 116.0 269 102.3 502 109.8 661 64.5 1,679 85.8 74,004 101.1
10 242 87.7 234 67.0 378 86.1 630 90.5 1,484 84.3 76,590 98.2
11 196 67.4 224 78.0 373 58.2 454 62.6 1,247 64.1 72,372 98.6
12 259 91.2 267 131.5 314 83.3 539 107.4 1,379 101.0 67,249 98.3

23年1月 156 63.2 159 100.6 571 185.4 410 116.5 1,296 121.7 63,604 106.6
2 180 99.4 257 118.4 407 102.3 504 113.5 1,348 108.7 64,426 99.7
3 169 62.6 240 119.4 408 91.9 429 78.6 1,246 85.3 73,693 96.8
4 246 139.0 197 81.7 303 55.9 488 68.3 1,234 73.7 67,250 88.1
5 253 101.6 243 112.0 529 145.3 486 78.0 1,511 104.0 69,561 103.5
6 185 68.0 245 98.4 423 75.4 589 75.7 1,442 77.5 71,015 95.2
7 271 86.9 281 128.3 413 79.3 552 113.6 1,517 98.6 68,151 93.4
8 182 79.5 332 149.5 555 112.6 488 79.3 1,557 99.9 70,399 90.6
9 218 88.3 248 92.2 432 86.1 521 78.8 1,419 84.5 68,941 93.2
10 232 95.9 492 210.3 427 113.0 713 113.2 1,864 125.6 71,769 93.7
11 176 89.8 196 87.5 369 98.9 522 115.0 1,263 101.3 66,238 91.5
12 139 53.7 218 81.6 442 140.8 532 98.7 1,331 96.5 64,586 96.0

24年1月 142 91.0 131 82.4 471 82.5 236 57.6 980 75.6 58,849 92.5
2 156 86.7 252 98.1 350 86.0 431 85.5 1,189 88.2 59,162 91.8
3 196 116.0 210 87.5 399 97.8 368 85.8 1,173 94.1 64,265 87.2
4 155 63.0 233 118.3 345 113.9 335 68.6 1,068 86.5 76,583 113.9
5 134 53.0 197 81.1 465 87.9 444 91.4 1,240 82.1 65,921 94.8
6 191 103.2 198 80.8 389 92.0 464 78.8 1,242 86.1 66,285 93.3
7 163 60.1 347 123.5 384 93.0 726 131.5 1,620 106.8 68,014 99.8
8 183 100.5 280 84.3 407 73.3 478 98.0 1,348 86.6 66,819 94.9
9 153 70.2 269 108.5 398 92.1 441 84.6 1,261 88.9 68,548 99.4
10 198 85.3 217 44.1 433 101.4 627 87.9 1,475 79.1 69,669 97.1

高 知 徳 島 香 川 愛 媛 四 国 全 国
前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

2013年 152,659 115.8 139,184 116.3 101,092 103.0 162,638 115.9 5,556 129.7 141,492 128.9
14年 152,652 100.0 129,687 93.2 99,849 98.8 155,401 95.6 5,376 96.8 147,942 104.6
15年 150,377 98.5 120,025 92.5 104,308 104.5 166,209 107.0 5,408 100.6 139,365 94.2
16年 159,429 106.0 121,547 101.3 113,963 109.3 153,254 92.2 5,482 101.4 142,743 102.4
17年 152,972 95.9 117,801 96.9 120,870 106.1 136,465 89.0 5,281 96.3 143,691 100.7
18年 156,516 102.3 128,363 109.0 94,111 77.9 136,998 100.4 5,160 97.7 139,209 96.9
19年 182,597 116.7 127,270 99.1 97,887 104.0 190,313 138.9 5,981 115.9 148,383 106.6
20年 163,577 89.6 144,112 113.2 110,002 112.4 181,801 95.5 5,994 100.2 153,968 103.8
21年 180,257 110.2 138,300 96.0 98,432 89.5 167,525 92.1 5,845 97.5 142,865 92.8
22年 160,115 97.9 126,321 87.7 89,957 81.8 162,152 89.2 5,385 89.9 136,174 88.4
23年 157,225 87.2 139,734 101.0 97,634 99.2 178,698 106.7 5,733 98.1 145,878 102.1

22年1月 7,445 115.6 5,550 97.3 2,971 94.7 5,114 88.8 211 100.3 5,209 82.3
2 7,824 72.3 4,445 71.2 4,179 86.8 8,474 95.0 249 80.9 5,897 90.9
3 23,252 95.5 14,590 106.2 9,422 96.9 19,811 92.7 671 97.0 14,499 95.7
4 11,314 60.9 16,901 78.4 12,337 84.9 26,258 133.8 668 89.9 20,105 96.0
5 13,026 82.5 8,395 71.6 10,364 145.2 9,522 72.8 413 86.5 12,672 89.7
6 15,878 75.4 10,212 98.3 9,120 66.8 14,493 80.6 497 78.8 16,519 100.1
7 15,169 72.9 17,356 145.1 10,324 95.1 16,393 122.4 592 103.9 12,924 93.0
8 16,059 100.5 11,451 94.3 8,386 97.0 16,369 99.7 523 98.3 11,562 99.9
9 17,873 103.0 18,277 85.5 8,790 82.5 20,766 98.5 657 93.2 12,985 102.4
10 12,655 102.5 5,958 52.5 5,804 109.5 10,136 85.0 346 84.4 10,558 98.1
11 12,562 145.4 6,087 106.5 3,992 74.4 8,346 112.2 310 114.2 6,961 92.4
12 7,058 87.0 7,099 111.1 4,268 92.9 6,470 61.5 249 84.1 6,283 91.6

23年1月 3,879 52.1 5,333 96.1 4,397 148.0 5,794 113.3 194 91.9 5,088 97.7
2 10,070 128.7 8,660 194.8 10,546 252.4 13,335 157.4 426 171.0 8,978 152.2
3 23,099 99.3 17,032 116.7 8,015 85.1 28,962 146.2 771 115.0 15,301 105.5
4 13,856 122.5 20,651 122.2 11,652 94.4 17,334 66.0 635 95.0 20,480 101.9
5 15,680 120.4 13,616 162.2 10,309 99.5 10,726 112.6 503 121.8 14,163 111.8
6 13,861 87.3 11,600 113.6 11,334 124.3 15,440 106.5 522 105.1 18,151 109.9
7 17,427 114.9 11,620 67.0 13,214 128.0 12,986 79.2 553 93.4 13,802 106.8
8 11,652 72.6 9,121 79.7 6,150 73.3 16,298 99.6 432 82.7 11,147 96.4
9 16,882 94.5 17,074 93.4 5,853 66.6 23,087 111.2 629 95.8 12,995 100.1
10 11,942 94.4 11,406 191.4 5,782 99.6 13,451 132.7 426 123.2 10,933 103.6
11 10,674 85.0 7,534 123.8 8,165 204.5 10,997 131.8 374 120.6 7,647 109.9
12 8,203 116.2 6,087 85.7 2,217 51.9 10,288 159.0 268 107.6 7,193 114.5

24年1月 5,513 142.1 4,483 84.1 4,535 103.1 5,425 93.6 200 103.1 5,734 112.7
2 12,604 125.2 5,895 68.1 5,705 54.1 14,036 105.3 382 89.6 8,917 99.3
3 23,798 103.0 13,017 76.4 7,277 90.8 26,702 92.2 708 91.8 16,243 106.2
4 9,372 67.6 20,531 99.4 15,047 129.1 13,253 76.5 582 91.7 24,324 118.8
5 13,238 84.4 15,614 114.7 11,693 113.4 15,448 144.0 382 75.9 15,901 112.3
6 22,495 162.3 9,317 80.3 12,105 106.8 12,753 82.6 567 108.6 17,197 94.7
7 18,951 108.7 13,565 116.7 9,433 71.4 21,477 165.4 634 114.7 15,307 110.9
8 11,034 94.7 10,070 110.4 7,165 116.5 15,663 96.1 439 101.6 10,706 96.1
9 19,686 116.6 12,476 73.1 9,484 162.0 24,855 107.7 665 105.7 12,752 98.1
10 14,133 118.3 13,274 116.4 6,154 106.4 12,911 96.0 465 109.1 11,288 103.2
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企業倒産 ４県（単位：百万円、％） 四国、全国（単位：億円、％）

（資料）東京商工リサーチ、四国経済産業局

高 知 徳 島 香 川 愛 媛 四 国 全 国
件数 負債総額 件数 負債総額 件数 負債総額 件数 負債総額 件数 負債総額 件数 負債総額

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比
2013年 50 10,781 170.1 33 6,683 57.4 50 9,272 56.3 59 12,378 43.3 192 391 62.0 10,855 27,823 72.6
14年 45 6,788 107.1 42 4,797 41.2 45 9,909 60.1 67 28,738 100.6 199 502 71.6 9,731 18,741 67.4
15年 36 8,432 124.2 45 11,109 231.6 51 7,203 72.7 48 9,732 33.9 180 364 72.5 8,812 21,124 112.7
16年 31 4,920 58.3 32 4,972 44.8 40 6,729 93.4 43 16,247 167 146 329 90.3 8,446 20,063 95.0
17年 29 5,565 113.1 34 5,789 116.4 36 6,346 94.3 40 11,449 70.5 139 291 88.6 8,405 31,676 157.9
18年 38 9,986 179.4 33 4,491 77.6 49 13,075 206.0 44 8,266 72.2 164 358 122.9 8,235 14,584 46.9
19年 38 3,142 31.5 43 6,402 142.6 63 10,474 80.1 48 9,511 115.1 192 295 82.5 8,384 14,238 97.6
20年 31 3,521 112.1 50 10,953 171.1 37 6,711 64.1 40 8,712 91.6 158 300 101.7 7,773 12,200 85.7
21年 17 7,331 208.2 27 6,214 56.7 39 10,434 155.5 46 14,002 160.7 129 380 126.6 6,030 11,507 94.3
22年 13 962 27.3 32 7,342 67.0 27 4,434 66.1 37 5,094 58.5 109 178 59.2 6,428 23,315 191.1
23年 17 5,070 69.2 37 3,278 52.8 63 9,699 93.0 52 22,501 160.7 167 405 106.7 8,690 24,026 208.8

22年1月 0 0 -100.0 1 50 -91.7 1 170 325.0 2 225 -57.5 4 4 -69.1 452 669 -17.8
2 2 30 -78.6 6 1,091 100.0 4 550 111.5 3 405 12.5 15 21 176.3 459 710 5.2
3 1 17 -97.6 4 2,445 258.5 3 1,087 72.3 2 290 2,800.0 10 38 87.0 593 1,697 20.0
4 0 0 -100.0 2 83 -86.7 0 0 -100.0 4 562 -92.1 6 6 -92.2 486 813 -3.4
5 1 120 57.9 3 1,077 1,246.3 3 1,056 4,700.0 7 794 33.0 14 30 293.2 524 874 -48.2
6 0 0 -100.0 1 10 -96.8 1 10 -95.9 1 284 -64.1 3 3 -78.0 546 12,326 1,697.8
7 0 0 - 3 941 -37.1 2 140 -47.8 4 572 11.5 9 17 -28.1 494 846 18.3
8 1 30 -66.7 4 261 190.0 1 70 -95.5 1 80 -97.1 7 4 -90.1 492 1,114 22.5
9 1 40 -99.3 2 91 -83.5 1 108 -85.0 3 686 107.9 7 9 -87.1 599 1,449 59.4
10 3 63 -87.1 1 67 100.0 2 48 -86.3 3 352 -36.6 9 5 -62.0 596 870 -11.6
11 3 582 100.0 4 1,216 -31.3 2 315 -93.5 1 117 95.0 10 22 -66.6 581 1,156 22.8
12 1 80 100.0 1 10 0.0 7 880 -15.4 6 727 81.8 15 17 17.0 606 792 -15.0

23年1月 2 656 100.0 5 489 878.0 5 720 323.5 2 229 1.8 14 21 423.5 570 565 -15.5
2 0 0 -100.0 2 300 -72.5 8 1,568 185.1 2 110 -72.8 12 20 -5.8 577 966 36.0
3 0 0 -100.0 2 80 -96.7 4 573 -47.3 3 357 23.1 9 10 -73.4 809 1,474 -13.1
4 2 739 100.0 3 140 68.7 8 2,766 100.0 3 118 -79.0 16 38 483.4 610 2,039 150.9
5 2 146 21.7 5 605 -43.8 4 96 -90.9 3 390 -50.9 14 12 -59.4 706 2,787 219.0
6 2 450 100.0 2 65 550.0 5 655 6,450.0 8 254 -10.6 17 14 368.4 770 1,509 -87.8
7 2 60 100.0 4 336 -64.3 3 279 99.3 6 405 -29.2 15 11 -34.7 758 1,621 91.7
8 2 2,850 9,400.0 2 40 -84.7 2 26 -62.9 7 538 572.5 13 35 683.2 760 1,084 -2.7
9 1 60 50.0 4 730 702.2 3 178 64.8 2 635 -7.4 10 16 73.3 720 6,919 377.6
10 1 10 -84.1 4 293 337.3 6 405 743.8 7 18,488 5,152.3 16 192 3,521.9 793 3,080 254.1
11 1 10 -98.3 1 130 -89.3 7 2,158 585.1 7 884 655.6 16 32 42.7 807 949 -17.9
12 2 89 11.3 3 70 600.0 8 275 -68.8 2 93 -87.2 15 5 -68.9 810 1,032 30.3

24年1月 2 410 -37.5 3 70 -85.7 3 595 -17.4 2 222 -3.1 10 13 -38.1 701 791 40.0
2 2 197 100.0 1 20 -93.3 4 597 -61.9 4 741 573.6 11 16 -21.4 712 1,396 44.5
3 2 540 100.0 8 453 466.3 7 497 -13.3 9 778 117.9 26 23 124.6 906 1,423 -3.5
4 3 431 -41.7 2 115 -17.9 2 87 -96.9 4 1,045 785.6 11 17 -55.4 783 1,134 -44.4
5 4 291 99.3 6 705 16.5 1 150 56.3 8 725 85.9 19 19 51.3 1,009 1,368 -50.9
6 2 72 -84.0 5 265 307.7 4 584 -10.8 5 396 55.9 16 13 -7.5 820 1,099 -27.2
7 3 58 -3.3 5 565 68.2 4 73 -73.8 5 831 105.2 17 15 41.4 953 7,812 381.8
8 4 700 -75.4 3 215 437.5 5 707 2,619.2 5 3,081 472.7 17 47 36.2 723 1,014 -6.5
9 2 20 -66.7 2 42 -94.2 6 397 123.0 2 90 -85.8 12 5 -65.8 807 1,328 -80.8
10 8 1,520 15,100.0 4 115 -60.8 5 144 -64.4 3 150 -99.2 20 19 -90.0 909 2,529 -17.9
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2024年11月～12月の国内・海外ニュ－スを当社がまと
めたものです。経済日誌（国内・海外）

経常収支黒字最大15.8兆円
本年度上半期
11月11日、財務省は、2024年度上半期（４～９
月）の国際収支統計（速報）を発表した。海外と
のモノやサービスなどの取引状況を示す経常収支
は15兆8,248億円の黒字となり、半期ベースで比
較可能な1985年以降で最大となった。企業が海外
の子会社から受け取る配当金などの「第１次所得
収支」が円安の影響で増加し、過去最大の22兆
1,229億円となったことが要因として挙げられる。
貿易収支とサービス収支は赤字基調が続いたが、
インバウンドは好調を維持した。 （11月12日）

ＧＤＰ上方修正 年1.2％増
７～９月期 住宅投資などが寄与
12月９日、内閣府は、2024年７～９月期の国内
総生産（ＧＤＰ、季節調整値）改定値を発表した。
物価変動の影響を除いた実質で前期比0.3％増、
年率換算では1.2％増となった。11月に公表した
速報値の年率0.9％増を上方修正した。設備投資
が速報値の0.2％減から0.1％減に、住宅投資が
0.1％減から0.4％増に上方修正された。個人消費
は0.9％増から0.7％増に下方修正された。統計上
サービス輸出にカウントされる訪日客消費の好調
を要因として、輸出が0.4％増から1.1％増に上方
修正された。 （12月10日）

米金利 0.25％下げ ３会合連続
景気や雇用の下支え考慮
12月18日、米国の中央銀行にあたる連邦準備制
度理事会（ＦＲＢ）は、連邦公開市場委員会（Ｆ
ＯＭＣ）で、政策金利を0.25％引き下げ、年
4.25～4.50％にすることを決めた。引き下げは３
会合連続となる。景気や雇用の下支えする狙いが
ある。同時に発表した経済見通しでは、2025年の
利下げの回数が年２回となり、９月時点の見通し
の年４回から半減した。 （12月20日）

日銀 追加利上げ見送り
利上げ判断 慎重
12月19日、日本銀行は、金融政策決定会合を開
き、政策金利である短期金利の誘導目標を0.25％
程度で据え置くことを決めた。春闘に向けた賃上
げの動きや米国のトランプ次期政権の経済政策な
どを慎重に見極めたうえで判断するとみられる。

（12月20日）

11月物価上昇2.7％
コメ過去最大63.6％
12月20日、総務省は、11月の全国消費者物価指
数（2020年＝100、生鮮食品を除く）が109.2とな
り、前年同月比2.7％上昇したと発表した。上昇
は39カ月連続で、伸び率は10月の2.3％から３カ
月ぶりに拡大した。生鮮食品を除く食料は4.2％
の上昇で、コメは過去最大の63.6％の伸びとなっ
た。政府補助金が縮小した電気代は9.9％、ガス
代は5.6％上がった。 （12月21日）

予算案115兆円 過去最大
閣議決定
12月27日、政府は、2025年度当初予算案を閣議
決定した。一般会計の歳出総額は115兆5,415億円
と過去最大になった。
歳出は、全体の３分の１を占める社会保障費が
38兆2,778億円となり、初めて38兆円を突破した。
防衛費は、防衛力強化の方針に沿い、８兆7,005
億円と過去最大になった。国債費は、長期金利が
上昇傾向にあり、想定金利を引き上げたことなど
から過去最大の28兆2,179億円を計上した。
歳入は、2024年度に実施した定額減税による減
収の影響がなくなることに加え、堅調な企業業績
や物価高も反映し、税収を過去最高の78兆4,400
億円と見込むが、歳入の４分の１を国債に頼る体
質からは脱却できていない。 （12月28日）
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経済日誌（高知県内）
2024年11～12月の高知新聞に掲載された記事を当社が
まとめたものです。

県内倒産 10月ペース加速
コロナ後最多 融資の返済、物価高影響
2024年度上半期の倒産件数（負債額１千万円以
上）は、帝国データバンクの調べで前年同期の２
倍、東京商工リサーチで1.6倍に増加した。また、
10月は帝国データ６件、東京商工リサーチ８件
で、いずれも１カ月の件数としてはコロナ禍以降
で最多となり、増加ペースが加速している。倒産
件数を低水準に抑えてきたコロナ関連融資の返済
がスタートしたことに加え、物価や人件費の上昇
も重なり、事業者の資金繰り悪化が鮮明になって
きた。 （11月９日）

県内業況 ２期連続改善
製造業 コスト上昇分の価格転嫁進む
12月13日、日本銀行高知支店は、県内12月短観
の業況判断指数（ＤＩ）を発表した。前回９月比
で１ポイント上昇のプラス12となった。製造業で
コスト上昇分の価格転嫁が進んだことなどから２
期連続で改善した。 （12月14日）

高知県予算見積額4,878億円
2025年度 人口減対策重点化
12月18日、高知県は、2025年度当初予算編成に
向けた各部局の見積もり概算を発表した。一般会
計総額は2024年度当初予算比4.8％増の4,878億７
千万円となった。2024年度は新型コロナウイルス
対策関連の減少で前年度を下回ったため、２年ぶ
りのプラスとなった。
人口減対策やデジタル化、グリーン化、グロー
バル化の強化に手厚く配分する「元気な未来創造
枠」を新設し、一般財源ベースで46億9,700万円
を積み上げた。 （12月19日）

高知県 高知Ｕに3,000万円出資方針
Ｊリーグ参入へ財務基盤強化
12月18日、高知県は、2025年度当初予算見積概
要を発表した。来期のＪリーグ入りを決めた高知
ユナイテッドＳＣ（高知Ｕ）に対し、県観光振興
スポーツ部が出資金として３千万円を盛り込み、
出資する方針を固めた。また、ホームタウンの高
知市も出資を検討している。
クラブの財務基盤は、現在の経営体制となる前
の2024年１月期には7,013万円の赤字を出し、１
億３千万円の債務超過を計上するなど、盤石とは
いえない。また、Ｊリーグの財務基準では、2026
年１月期までに債務超過の解消が必須となる。

（12月19日）

高知市物価2.6％上昇
電気・ガスの補助減、米の値上がり影響
12月20日、高知県は、高知市の消費者物価指数

（2020年＝100、生鮮食品除く）が、前年同月比
2.6％上昇の109.2となったと発表した。上昇は33
カ月連続で、前月比では0.4％上昇した。９、10
月は２％台前半であった上昇幅が、３カ月ぶりに
２％台後半となった。電気・都市ガスに対する政
府の補助金減少や米の値上がりなどが影響した。

（12月21日）

高知県内求人倍率1.12倍
前月から横ばい
12月27日、高知労働局は、11月の県内有効求人
倍率（季節調整値）が前月から横ばいの1.12倍と
なったと発表した。前年同月比では、0.01ポイン
ト下回った。基調判断は「改善の動きにやや弱さ
がみられる」と19カ月連続で据え置いた。正社員
の有効求人倍率（以下、原数値）は0.91倍で、高
知は都道府県別で40番目となった。新規求人数
は、前年同月比378人減の4,789人となり、４カ月
連続で減少した。新規求職者数は、前年同月比で
108人減の1,995人となり、４カ月連続で減少し
た。 （12月28日）








